
ご寄付に関するお問い合わせ・ご連絡先
財務部経理課  電話：03-5400-1200（内線2562、2563）直通

〒105-8461
東京都港区西新橋３丁目２５番８号学校法人慈恵大学

東京慈恵会医科大学
ご寄付のお願い



　1881年、学祖・高木兼寛先生が成医会講習所を開設して、医師の育成を始めたの

が本学の源流です。以来、貧しい人でも医療を受けることができるように有志共立東

京病院を開院し、続いて、1885年、我が国最初の看護婦教育所を開設しました。今日

まで、 “病気を診ずして病人を診よ”という建学の精神のもと医療人を育成し、医学・医

療の分野で社会貢献に努めてまいりました。

　世界的大流行となった新型コロナウイルス感染症はようやく終息しましたが、その

爪痕は大きく、受療行動の変化をもたらしました。また近年の為替変動、物価高騰など

により全国的に病院経営は厳しい局面を迎えています。更には18歳人口の減少は学

校運営に大きな影響を及ぼします。

　こうした環境下ではありますが、皆様より多大なるご声援とご支援を賜りました第

三病院リニューアル事業は、計画通り2026年１月に「東京慈恵会医科大学西部医療

センター」としてリニューアルオープンを迎えることができました。誠にありがとうござ

いました。これからもより一層地域医療に貢献し、地域から愛される医療機関となるよ

う、教職員一同誠心誠意努める所存です。

　このような事業を実現するためには多額の資金を必要とします。大学は今後もこれ

まで以上に自助努力してまいりますが、資金の調達には限界があります。

　皆様には、大学がおかれている厳しい社会環境をご理解の上、ご支援とご協力を

心からお願い申し上げます。

皆様のご支援をお願い申し上げます
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本学では、教育、研究、診療の一層の充実のため広く寄付を募っております。ご協力をお願いいたします。 

なお、記念事業募金と同様、100万円以上のご寄付をいただいた方のお名前をドナーズボードに掲載させていただき

ます。また、税務上の優遇措置につきましては裏面をご確認ください。

■ 一般寄付金（個人・法人共通） 

使途をご指定せず、幅広く教育・研究・診療に使用させていただきます。
お申込みには寄付申込書をご準備いただきます。
（寄付申込書につきまして、本学ホームページよりご入手いただくか、表紙の財務部経理課迄ご連絡ください。）
申込書をご郵送後、下記振込先へ寄付金をお振込いただくか、寄付申込書と寄付金をご持参の上、財務部経理課、または各病
院の管理課までお越しください。

●法人の税優遇措置について（特定公益増進法人に対する寄付金制度） 
本学は特定公益増進法人に指定されているため、税制上の優遇措置を受けることができます。
寄付金を払込いただきますと、学校法人慈恵大学発行の「領収証」「特定公益増進法人証明書（写）」「税額控除の証明書（写）」を
お送りします。 特定公益増進法人に対する寄付金は、一般寄付金の限度額と同額までを、一般寄付金と別枠で損金算入すること
が認められています。一般寄付金の「損金算入限度額」の算出方法等詳細については国税庁ホームページを参考にしてください。

ご寄付をお考えの皆様へ

三菱UFJ銀行

三井住友銀行

虎ノ門支店

日比谷支店
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普通預金　2294804
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●各種控除のご案内
平成23年度税制改正により、既存の「所得控除」に加え、寄付者の選択により新たに「税額控除」の適用を受けられるようになり
ました。 
（１）所得控除 

所得控除を行った後に税率を掛け所得税額を算出します。

例）寄付金が50,000円（所得金額が700万円の方で所得税率が23％）の場合の減税額：約11,000円 
（50,000円－2,000円）×所得税率23%≒11,000円
（注１）年間の寄付金合計額が年間の総所得金額等の40％を超える場合は、40％に相当する額が限度です。 

（２）税額控除 
所得税率に関係なく所得税額から直接控除されるため、既存の所得控除と比較して、ほとんどの方のご寄付について減税
効果が大きくなります。

（３）個人住民税の寄付金控除
平成２０年度税制改正により、東京慈恵会医科大学への寄付金を寄付金税額控除の控除対象寄付金として条例で指定して
いる都道府県・市区町村にお住まいの方は、個人住民税の寄付金税額控除の適用を受けることができます。なお、詳細につ
いては、お住まいの各市区町村の税務担当課にお問い合わせください。 

（４）寄付金控除を受けるための手続き
所得税の「所得控除」「税額控除」、個人住民税の「税額控除」の適用を受ける為には、ご寄付いただいた翌年の確定申告
期間に所轄税務署に対して所得税の確定申告をする必要があります。寄付金を払込いただきますと、確定申告に必要な書
類をお送りします。 
尚、寄付金の所得控除額計算式等の詳細につきましては、国税庁ホームページをご参照ください。

■ 受配者指定寄付金（法人のみ）

日本私立学校振興・共済事業団（私学事業団）を通じて寄付者（法人等）が指定した学校法人に寄付をしていただく制度です。
寄付金全額を当該事業年度の損金に算入することができます。 
個人でのお申込みはお取り扱いができません。 
お申込みには私学事業団専用の寄付金申込書が必要です。
（申込書につきまして私学事業団ホームページよりご入手いただくか、表紙の財務部経理課迄ご連絡ください。）

●法人の税優遇措置について（受配者指定寄付金制度） 
寄付金全額を当該事業年度の損金に算入できます。
損金算入手続きには、私学事業団発行の「寄付金受領書」が必要です。この「寄付金受領書」は慈恵大学経由でお送りします。
なお、寄付金は一旦学校法人慈恵大学にご送金いただいた後、本学から私学事業団へ送金することになります。私学事業団の
預金口座に寄付金が入金されてから、私学事業団の「寄付金受領書」発行までに約１ヶ月かかりますことをご承知置きの上、手
続きをお願いいたします。

例）寄付金が50,000円の場合の減税額：〔50,000円（注１）－2,000円〕×40％＝ 19,200円
（注１）年間の寄付金の合計額が年間の総所得金額等の40％を超える場合は、40％に相当する額が限度となります。また、寄付金控除
額は所得額の25％が限度となります。 

〔年間の寄付金合計額（注１）－2,000円〕　＝　寄付金控除額 課税所得金額から控除されます。

〔年間の寄付金合計額（注１）－2,000円〕 × 40％　＝　寄付金控除額 所得税額から控除されます。
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